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協力会社作業規則 

 

第１章 総 則 

 １．目  的 

      この規則は、「安全衛生管理規程」に基づき、苫東石油備蓄株式会社苫小

牧事業所（以下「事業所」という。）における協力会社の安全衛生、環境保

全、その他について必要な事項を定め、もって業務の円滑な運営を図ること

を目的とする。 

 

 ２．定  義 

   (1) 協力会社 

      請負会社、納品会社、その他事業所へ入構する法人等をいう。    

(2) 協力会社責任者等 

      安全衛生責任者、工事監督者及び作業主任者等の協力会社の責任者をい

う。 

 

   (3) 工事監督者 

工事監督者は、工事中、常時監視業務に専念し（作業の掛け持ちはしな

い）、作業を直接指導、指揮するとともに、品質管理、安全管理、工程管理

等を行う者をいう。 

 

   (4) 作業主任者 

労働安全衛生法の規定（法第１４条）により選任され、当該作業に従事す     

る労働者（自らをも含む）に対する指揮を行う者を作業主任者という。 

 

 ３．遵守義務 

     協力会社責任者等及び作業従事者は、労働安全衛生法等関連法令（以下「関

連法令」という。）及びこの規則並びに事業所の指示する事項を遵守しなけれ

ばならない。 
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第２章 安全衛生環境管理の実施 

 

 １．安全衛生管理の推進 

 

   (1) 協議会組織 

構内全般の安全管理については関連法令に基づく安全衛生管理組織の

他、苫東備蓄安全衛生協議会（以下「協議会」という。）を編成し総合的

な推進を図る。 

   (2) 運営  

      ア．苫東備蓄安全衛生協議会会則により運営する。 

      イ．事業の実施については、年度事業計画により推進する。 

      ウ．協議会組織の構成は、苫東備蓄安全衛生協議会会則「付表－１  

苫東備蓄安全衛生協議会組織表」による。 

 

 ２．協力会社の安全衛生管理の推進 

   (1) 管理組織 

       協力会社責任者は、「安全衛生管理組織図」（図１）に基づき、必要な

協力会社責任者等を選任し、協議会事務局へ届け出る。 

   (2) 任務等 

       協力会社責任者等の選任、任務等については、関係法令等の定めるとこ

ろによる。 

 

 ３．会議・委員会等 

   (1) 職場安全衛生委員会 

     ア．協力会社責任者等は、毎月１回以上定期に職場安全衛生委員会を開催

し、作業従事者に対しこの規則及び作業上の注意事項の徹底を図る。 

     イ．会議の議事録を作成し、協力会社責任者等が保管する。 

   (2) 朝礼等 

      協力会社責任者等は、毎日朝礼、ミ－ティング等を開催し、安全衛生、環

境保全上の注意事項及び作業上必要な事項並びに避難経路について指示す

る。 

     尚、朝礼等で指示した事項については、安全衛生日誌等に記入しこれを全員     

に周知徹底する。 
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 ４．安全衛生教育・訓練等 

    協力会社従業員は、事業所が行う安全衛生教育を受講すること。 

   また、協力会社責任者等は、作業の形態に応じ協力会社従業員に業務遂行上必要

な法定の教育・訓練等を実施すること。 

   (1) 法定教育・訓練 

       法定の安全衛生教育・訓練は、関係法令の定めるところにより実施する。 

   (2) 教育・訓練の計画      

      ア．安全衛生責任者は、訓練計画を作成し事業計画の中に組み込む。 

      イ．協力会社責任者等は、協議会で作成する事業計画に基づき各社毎の教

育・訓練計画を作成する。  

   (3) 教育・訓練の実施と評価 

      ア．協力会社責任者等は、それぞれの教育・訓練計画に従い教育・訓練を

実施する。 

      イ．教育・訓練の実施結果は実施責任者が評価し、その結果を各協力会社

の職場指導等へ反映させる。 

ウ．教育・訓練の実施記録は、実施責任者が３年間保管する。 

 

 ５．環境保全 

   (1) 構内で作業する者は、関係法令を遵守し、作業に伴う排水、騒音、振動、

粉じん、悪臭、廃棄物等による公害の発生を防止しなければならない。 

     また、自動車による運搬等、構外作業に伴う騒音、粉じん等による公害の発

生についても充分配慮してその防止に努めること。 

   (2) 工事その他における公害の発生、環境の悪化等の防止対策については、作

業要領を定め事業所の確認を得ること。 

   (3) 環境保全に関し定めのない事項、その他不明な事項については事業所の確

認及び指示を受けること。 

   (4) 環境保全に関し異常が発生した場合及び計画と異なる事態が生じた場合に

は、適切な措置を講ずるとともに直ちに事業所へ連絡すること。 

(5) 対象毎の環境保全は、次のとおりとする。 

      ア．廃棄物の処理 

       (ア)無断で構外持ち出し処理は行わないこと。 

       (イ)発生量の抑制または、再利用化を推進するとともに「廃棄物分類 

表」（表１）に従い、適切な処理を行うこと。 

 

 

－３－ 



    

      イ．騒音、振動の防止 

       (ア)敷地境界線上で騒音は６０デシベル 以下、振動は６０デシベル以下とす

る。 

       (イ)協力会社責任者等は、著しい騒音、振動が予想される場合には、５

日前までに事業所へ連絡し、指示を受けること。 

       ※当基地は、騒音規制法及び振動規制法による規制地域外である。 

 

      ウ．特定建設作業における騒音、振動、油滴飛散の防止 

       (ア)作業開始２０日前までに事業所へ連絡し、指示を受け関係法令に基

づく届出を行うこと。 

       (イ)作業開始時には騒音を測定して、敷地境界線上で管理基準値以下で

あることを確認すること。 

       ※当基地は、騒音規制法及び振動規制法による規制地域外である。 

 

特定建設作業の種類 

管理基準値 

(ﾃﾞｼﾍﾞﾙ) 

騒音 振動 

くい打機、くい抜機を使用する作業 ８５ ７５ 

びょう打機を使用する作業 ８５  

削岩機を使用する作業 ８５  

電動機以外の原動機を用いるものであって、その原動機

の定格出力が、１５Kw以上の空気圧縮機を使用する作業 
８５  

混練機の混練容量が、０．４５㎥以上のコンクリートプ 

ラントを設けて行う作業 
８５  

混練機の混練容量が、２００㎏以上のアスファルトプラ 

ントを設けて行う作業 
８５  

 

       (ウ)油滴飛散防止措置を講じること。 

     

エ．大気汚染防止 

       (ア)構内においてみだりに黒煙、粉じん等の大気汚染源を発生させては

ならない。 

       (イ)粉じんの発生する作業を行う時は、散水、防塵シ－ト設置等必要な

措置を行うこと。 

－４－ 



      オ．水質汚濁防止 

       (ア)汚濁水は、直接公共用水域等構外へ排出しないこと。 

       (イ)構内作業に伴う排水については、沈澱、濾過その他の有効な方法で

処理を行った後に排出すること。 

      カ．悪臭防止 

       (ア)協力会社責任者等は、構内で悪臭を発生するおそれのある作業を行

う場合には、事前に事業所へ連絡すること。 

       (イ)協力会社責任者等は、悪臭を発生する廃棄物、廃水等を保管または

運搬処理する場合は、悪臭の飛散防止を行うこと。 
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第３章 作 業 管 理 

 １．禁止行為等 

   (1) 禁止行為 

      構内ではいかなる場合でも次の行為は禁止する。 

      ア．無免許、無資格作業 

      イ．作業現場へのマッチ、ライター、タバコ等の喫煙具及び燃焼式カイロ 

等の持込み 

      ウ．裸体作業 

      エ．運転中の自動車の荷台等正規に設置された乗車席以外の場所への乗車 

      オ．呼径２インチ(５０ｍｍ)以下の配管、丸太棒を踏み台にした作業 

      カ．ネジ込み配管を踏み台にした作業 

      キ．保温配管を踏み台にした作業、通行時も保温配管を踏み台としない  

      ク．虚偽の報告、届出 

      ケ．飲酒作業（酒気帯びを含む） 

      コ．野焼き、焚き火 

      サ．排水路、排水管、河川等への投棄 

      シ．バルブ、コック、スイッチ等の事業所設備の操作 

ス．携帯電話、デジカメ及び、非防爆無線機の使用場所の制限 

可燃性ガスの存在及び存在する恐れがあるところ、また制御機器 

への影響が予想されるところでの使用は禁止する。但し、予め「電力

使用許可」を受けた非防爆無線機で可燃性ガスが存在しない場所にお

ける使用を除く。 

携帯電話、デジカメの使用制限 

場所及び作業 
可：○ ／ 否：× 

携帯電話 デジカメ 

道路上 ○ ○ 

防油堤内、ポンプ所（室） 

含油排水処理設備 

雨水セパレーター 

メンテナンスショップ（洗浄室含む） 

油 、 可 燃 性 蒸 気

が無い状態 
○ ○ 

油 、 可 燃 性 蒸 気

が存在する状態 
× × 

ローリーからの荷卸し作業 × × 

タンク・塔槽内での清掃・残油回収作業 × × 

浮き屋根式タンク、固定屋根式タンク屋根上 × ×（※） 

変電所（室）内・制御用計装機器、計器盤等の周辺 × ○ 

※：設備担当課長許可後、安全確認を行ってデジカメ使用可   
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(ア)携帯電話、デジカメ使用許可対象者 

事業所から承認された監督者に限定する。 

(イ)携帯電話、デジカメ使用時の厳守事項 

・蓋の開放、電池交換は禁止とする。 

・バイブレーターモードは使用禁止とする。 

・落下防止用ストラップを使用すること。 

これらのルールに違反があった者は直ちに使用を禁止とする。 

   (2) 許可行為等 

構内で次の行為を行う場合には関連法規によるほか、事業所の許可を得

てから行うこと。（表３「許可が必要な作業等一覧表」参照） 

      ア．許可 

       (ア)火気の使用  

       (イ)水の使用 

       (ウ)作業者の入構 

       (エ)車輌通行、危険地区内車輌乗入れ 

       (オ)電気施設、器具の使用 

       (カ)仮設建屋等建築物の設置、土地の使用 

       (キ)火薬類、爆発物の持込み、使用 

       (ク)協力会社事務所等の使用 

       (ケ)構内撮影  

       (コ)貯水池フェンス内（空の場合を除く）作業 

        (サ)有資格者登録 

      イ．届出 

       (ア)電離放射線の使用 

       (イ)廃棄物の処理 

       (ウ)黒煙、悪臭、粉じん発生等環境汚染のおそれのある作業 

       (エ)特定建設作業 

       (オ)工事用重機類の使用 

       (カ)給油等危険物の取扱作業 

       

   (3) 一般的事項 

       構内では次の事項を遵守すること。 
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      ア．作業現場において作業する者は、作業内容に応じた保護帽を着用しあ

ご紐等を確実に締める。危険地区内は車両での移動中も着用する。 

        また、保護帽の前後に「ひらがな」で名前を表示すること。 

      イ．構内で作業する者は、適切な作業服、作業靴を正しく（腕まくりをし

ない等）着用する。また、可燃性物質を取り扱う作業者は、静電服、

静電靴を着用する。 

      ウ．危険物、可燃性ガスを取り扱う場所での衣服の着脱は行わない。 

      エ．交通や通行の妨げとなる物品の置き方はしない。 

      オ．自己の作業現場以外の場所へは立ち入らない。 

      カ．作業に関係のない現場を通り抜けない。 

      キ．構内の標識及び構内の掲示の指示に従う。 

      ク．構内の車両走行速度は３０ｋｍ/ｈ以下を厳守すること。（追い越し 

禁止）また、全席シートベルトを着用する。 

      ケ．危険地区で次の場合は輪止めを運転席前輪前後２箇所に設置する。 

        ただし、移動式クレーンや高所作業車等、アウトリガーを張り出して 

        の作業時を除く。 

       ・準中型車両（総重量3.5ｔ）以上の駐車時 

       ・堤内、道路上に駐車して荷の積み降ろし、洗浄、荷台に上がっての 

作業時 

      コ．作業現場の環境整備を行い、快適な作業環境を維持する。 

      サ．定められた作業時間、休憩時間に従う。 

   (4) 特に定めのない事項については、事業所に連絡しその指示を受けること。 

 

 ２．構内作業に係わる基本事項 

     構内作業全般については、次の基本事項を守る。 

   (1) 就業制限等 

      ア．病弱者等の就業制限 

         協力会社責任者は、高齢者及び年少者並びに病弱者、女子（危険有

害業務）等については就業の制限または禁止をする。 

      イ．免許、資格を要する作業者の就業制限 

         協力会社責任者等は、免許、資格を要する作業については関係法令

に定めるところにより免許取得者、講習修了者、特別教育修了者等

（以下「有資格者」という。）を作業に従事させること。 

         なお、作業に従事しているときは、その資格を証明する免許等を常

時携帯する。 

－８－  



 

      ウ．作業主任者等を選任すべき作業 

         協力会社責任者等は、関係法令に定めるところにより作業内容に 

応じた有資格者の内から作業主任者等を選任する。なお、これら有

資格者等は、元請会社が資格の効力を有した者であることを確認す

る。（例：危険物取扱者免状～３年以内に保安講習を受講） 

また、選任された作業主任者等は、その作業に従事しているとき

は資格を証明する免許等を常時携帯する。 

(ア) 協力会社責任者等は、作業主任者等の選任区分が同一の業務を同

一の場所で行う場合において、同じ作業主任者を２人以上選任し

たときは、それぞれの職務分担を明確にする。 

       (イ)協力会社責任者等は、作業主任者等を選任したときはこの作業主任

者の氏名および行うべき事項を、作業現場の見やすい場所に掲示す

る等により、関係作業者へ周知する。 

   (2) 避難経路の確認と指示 

       （ア）協力会社責任者等は、作業前日までに行う事業所工事担当者との

工事安全日報打合せ時に作業場所における避難経路を確認する。 

       （イ）協力会社責任者等は、作業前打合せにおいて作業従事者に工事内

容の説明及びリスクアセスメント等を含めて注意事項を伝達し、避

難経路を指示する。 
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   (3) 悪天候時・天災時の作業中止措置 

        協力会社責任者等は、強風、大雨、大雪等の悪天候及び地震等天 

災のため、作業の実施について危険が予想されるときは、関連法令、 

事業所規程等に従い作業の中止措置をおこなうこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (4) 構内で使用する機械設備等  

      ア．協力会社責任者等は、事業所構内へ持込みまたは構内で組立もしくは

使用する機械、器具、設備等のうち関係法令等に定めるものについて

は、関係法令で定める規格、型式、性能、安全装置を具備したもの

（以下「規格品等」という。）とする。 

          イ．事業所構内へ持込み使用する仮設資機材は、事業所構内へ持ち込む前

に必要な試験検査（耐圧・気密試験、機能・作動試験等）を行い、使

用中に洩れ等の異常が発生し無いようにすること。 

      ウ．協力会社責任者等は、規格品等に設けた安全装置、覆い、囲い（以下

「安全装置等」という。）については、関係法令に基づき点検、整備を

実施してこれらの性能を有効に維持する。 

      エ．作業従事者は、次により安全装置等の性能を維持する。 

       (ア)勝手に改造、変更等は行わない。 

       (イ)機械等は安全装置等の機能を失わせた状態では使用しない。 

       (ウ)安全装置等が取り外される等によりこの機能を失っていることを発

見したときは、速やかに使用を中止し協力会社責任者へ申し出る。  

－１０－ 

事象 場所 作業中止基準

(1) 台風
情報により飛散防止措置、現場点検および作業中止等を
協議し、接近が確実な時は作業中止

屋外での
高所作業・
ｸﾚｰﾝ作業

１０分間の平均風速が１０ｍ/S以上、または瞬間風速が
１６ ｍ/S以上

上記を除く
屋外作業

１０分間の平均風速が１５ｍ/S以上

屋内作業 なし

屋外作業

雷注意報が発表され雷雲が基地を通過する可能性が高い
場合、または発雷が基地より５０Ｋｍ以内に入ったことが確
認され、発雷が基地を通過する可能性が高い場合
（雷鳴が聞こえた場合は直ちに中断）
※作業を中断した場合は安全な場所へ避難

屋内作業 なし

屋外作業
降雨量が５０㎜／hr以上
または降雨量に関わらず現場で安全に作業することが困
難だと工務課担当者が判断した場合

屋内作業 都度判断

屋外作業
降雪量が２５ｃｍ以上
または降雪量に関わらず現場で安全に作業することが困
難だと工務課担当者が判断した場合

屋内作業 都度判断

(6) 地震 震度が４以上（震度３以下でも状況により中止する場合がある）

(7) 津波 海岸付近での作業 津波警報・注意報発表時は、基地内へ避難

(5) 大雪

強風

雷(3)

(2)

(4) 大雨



      オ．協力会社責任者は、作業従事者等から規格品等の性能について欠陥等

の申出があったときは、速やかに適切な措置を講ずる。 

   (5) 標識、表示類 

      ア．構内作業については当該作業に必要な標識、表示類を設置する。 

      イ．標識、表示類はその必要性がなくなれば、速やかに撤去する。 

   (6) 作業環境の管理 

      ア．協力会社責任者等は、次の作業場については作業環境を改善するため

代替物質の使用、作業方法の改善、機械等の改善その他必要な措置を講

ずる。 

       (ア)有害物を取り扱う作業場 

       (イ)ガス・蒸気または粉じんを発散する作業場 

       (ウ)有害光線または超音波にさらされる作業場 

       (エ)騒音または振動を発する作業場 

       (オ)病原体によって汚染される作業場 

       (カ)その他高温、高圧、低温、寒冷、多湿等の作業場 

      イ．協力会社責任者等は、ガス、蒸気または粉じんその他有害物を発散す

る屋内作業場において、有害濃度をその限度以下にするため発散源の密

閉化、排気装置の設置を行う等の措置を講ずる。また、粉じんを著しく

発散する作業場においては、必要に応じて散水を行う。 

 ウ．協力会社責任者等は、タンク等の設備内部その他自然換気が不十分な

場所では原則として内燃機関を使用してはならない。ただし、止むを得

ず使用するときは排気ガスによる健康傷害を防止するための換気等を行

う。 

      エ．協力会社責任者等は、有害物を含む排気、廃液等については有害物の

種類に応じて吸収、燃焼、集じん、沈澱、濾過、その他の有効な方式に

よる処理を行ってから排出する。 

      オ．協力会社責任者等は、強烈な騒音を発する屋内作業場においてはその

伝播を防止するため、隔壁を設ける等の措置を講ずる。 

      カ．協力会社責任者等は、関係法令に定めるところにより作業環境を測定

し、その結果を記録する。 

      キ．協力会社責任者等は、関係法令に定める値を保つように必要な措置を

講ずる。なお、どうしても作業環境管理値を満たすことが困難なときは、

次項に定める保護具等を使用する。 
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   (7) 保護具等 

      ア．協力会社責任者等は、保護具等を常時有効かつ清潔に維持、管理する。 

      イ．作業従事者は「作業別保護具等使用一覧表」（表２）の内から適切な

ものを選んで使用する。 

   (8) 健康診断 

      ア．協力会社責任者等は、関係法令の定めるところにより健康診断を実施

する。 

      イ．協力会社責任者等は、健康診断の結果を記録し必要な措置を講ずる。 

   (9) 構内交通 

        構内外での交通、通行については道路交通法に準拠する。 

 

 ３．危険・有害作業管理 

       協力会社責任者等は、次の危険・有害作業を行う場合には、第４章「危

険・有害作業に係わる安全対策」の項に定める安全対策を講ずる。 

   (1) 可燃性、爆発性物質取扱作業 

      ア．灯油、軽油等の給油作業 

      イ．危険物、高圧ガス等の危険性物質または爆発性物質の取扱作業 

   (2) 火気、電気取扱作業 

      ア．火 気 

       (ア)裸火（火炎を伴うもの） 

       (イ)溶接・溶断器（電気・ガス） 

       (ウ)サンダー（バフ含む） 

       (エ)グラインダー 

       (オ)電気施設（イ．に定めるものをいう。） 

       (カ)発電機（自動車を除く） 

       (キ)はつり機器（手はつりを含む） 

       (ク)動力ハンマー 

       (ケ)ランマー 

       (コ)ドリル 

       (サ)高速カッター 

       (シ)杭打機 

       (ス)焼鈍器 

        (セ)その他火炎または、火花を発するもの 
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      イ．電気施設 

       (ア)電動機 

       (イ)移動式発電機 

       (ウ)溶接機 

       (エ)エンジンウェルダー 

       (オ)変圧器 

       (カ)照明器具 

       (キ)エックス線発生器 

       (ク)音波発生器 

       (ケ)高・低周波発生器 

       (コ)電熱器 

       (サ)分電盤 

       (シ)ケーブル 

       (ス)その他の電気機械器具 

      ウ．特定火気 

        特定火気とは火気・電気施設のうち火災、赤熱又は火花（粉）飛散す

るもので、特別な防護措置の必要な次のもの等をいう。 

(ア)裸火（火炎を伴うもの） 

       (イ)溶接・溶断器（電気・ガス） 

       (ウ)サンダー（バフ含む） 

       (エ)グラインダー 

       (オ)その他の電気機械器具 

   (3) 墜落・落下等の危険作業 

      ア．高所からの物体投下作業 

      イ．土止め支保工の組立等の作業 

      ウ．地山の掘削の作業 

      エ．明かり掘削の作業 

      オ．貨物自動車荷積み荷下ろしの作業 

      カ．はい作業 

      キ．高さ２ｍ以上の地点での作業 

      ク．上下作業 

      ケ．建築物、鉄骨、足場等の組立等の作業 

      コ．型わく支保工の組立等の作業 

      サ．貯水池フェンス内（空の場合を除く）作業 
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     (4) 工事用機械取扱作業 

      ア．工作機械取扱作業 

      イ．遠心機械取扱作業 

ウ．フォークリフト、ショベルローダー、フォークローダー、ストラドル

キャリヤー、構内運搬車、貨物自動車等の車輛系荷役運搬機械取扱作業 

    エ．くい打機、くい抜機等の車輛系建設機械取扱作業 

      オ．貨物取扱機械取扱作業 

      カ．移動式クレーン、デリッククレーン、エレベーター、建設用リフト、

簡易リフト等のクレーン類取扱作業 

      キ．車輛系運搬機械取扱作業 

   (5) 有害物質等取扱作業 

      ア．有機溶剤等の取扱作業 

      イ．特定化学物質の取扱作業 

      ウ．粉じん作業 

   (6) 放射性同位元素等取扱作業 

   (7) 酸素欠乏危険作業 

   (8) 加圧試験 

      ア．耐圧試験 

      イ．気密試験 

 

 ４．その他 

     (1) 共同施設の維持管理は協力会社間で定めこれを行う。 

     (2) 作業に伴う官庁届出等 

       協力会社が行う構内作業等に必要な官庁届出手続等は、関係法令の定め

るところに従って抜けのないように行う。 
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第４章 危険・有害作業に係わる安全対策  

  １．可燃性・爆発性物質取扱作業 

      可燃性物質および爆発性物質の取扱作業における災害防止措置は、次によ

るほか関係法令の定めるところにより行う。 

 (1)被給油側燃料油の総量は、危険物の指定数量未満であること。 

(2)燃料油ローリーは、輪止めを使用すること。  

     (3)燃料油ローリーは、給油作業開始前に接地を取ること。 

(4)堤内において燃料油ローリーから給油作業を行う際は、付近で火気使用

が無いこと、給油を受ける機器の運転が停止されていることを確認し、

弊社員の立会いの下給油作業を行うこと。  

     (5)発電機等への給油は、原動機を停止し実施すること。安全上原動機を停

止することができない場合は、苫小牧市又は胆振東部消防組合火災予防

条例の基準等に従い専用の燃料タンク等を設置し給油を行うこと。 

 ２．火気・電気取扱作業 

     火気・電気の取扱作業における火災、爆発、感電、火傷等の災害防止措置は、      

次によるほか関係法令の定めるところにより行う。 

   (1) 火気取扱の原則 

ア．事業所内では、火気使用指定場所（「火気使用指定場所及び指定火気

（図４）」を参照）で指定された火気を使用する場合を除き、許可なく

火気を使用してはならない。 

     イ．火気使用は、止むを得ないもののみに限定し、火元責任者を定めて行う。 

     ウ．火気を使用する場合には、消火器、水バケツ等有効な消火設備を備えて 

行う。 

   (2) 電気使用の原則 

     ア．特別高圧、高圧活線作業及び特別高圧活線近接作業は禁止する。 

     イ．低圧活線作業、高圧活線近接作業、低圧活線近接作業は止むを得ない最 

小限のものに限定し、電気主任技術者の許可を得て作業者の感電防止措 

置を講じてから行う。 

     ウ．架空電線または電気機械器具及び配線に近接する場所で作業を行うとき 

は、囲いを設ける等感電防止措置を講じてから行う。 

     エ．濡れた手で電気施設には触れない。 

   (3) 停電作業の原則 

     ア．停電作業前には、次の事項が事業所により実施されていることを確認す 

る。 

 

－１５－  



      (ア)開路に用いた遮断器等に施錠及び表示(操作禁止等)がされていること。 

      (イ)開路した電路が停電し残留電荷が放電され、かつ短絡接地器具を用い 

て確実に短絡接地されていること。 

      (ウ)作業現場の周囲に充電部分があるかどうか、ある場合には区画表示が 

されていること。 

イ．作業開始は、作業指揮者の指示により行う。 

ウ．作業計画を変更する必要が生じた場合は、事業所の承認を得た後作 

業指揮者が全ての作業従事者に周知徹底した後に行う。 

      エ．作業終了時は、作業指揮者は全ての作業が完了し、かつ受電可能な状

態にあることを確認し協力会社責任者等に報告する。 

      オ．停電復旧操作時は、作業指揮者は全ての作業従事者を安全な場所に待

機させる。 

 

 ３．墜落・落下・転落危険作業 

     土石、物体の飛来・落下、地山・貨物等の崩壊、作業従事者の墜落、建築物

等の倒壊等のおそれがある危険防止措置は、次によるほか関係法令の定めると

ころにより行う。 

   (1) 作業従事者の墜落等のおそれがある場合 

ア．高さが２ｍ以上の箇所では、足場組み等により作業床を設ける。 

      イ．作業場所、仮設作業床に人員が通過可能な大きさの開口部がある場合

は、当該開口部周囲に人員の落下を物理的に阻止できる強度を持つ手

摺りを設けること。 

      ウ．足場となる箇所から深さ２ｍ以上の箇所における作業を支援する者は、

支援者自身の墜落落下防止措置を取ること。 

      エ．高さが２ｍ以上の作業床、作業床の端、開口部等には高さ８５㎝以上

の手摺りを設ける。合わせて３５～５０㎝の高さに中桟を設け、更に

１０㎝以上の下桟（幅木）又はメッシュシート等を施工する。 

      オ．場所の移動、昇降装置等の利用時においても、出来る限り墜落制止用

器具を使用すること。 

      カ．移動はしごを使用するときは、上方を固定するか、下方を支える等の

転移防止措置をとる。 

      キ．脚立作業は２名以上で行い、下方を支えて転倒防止を行う。 

      ク．ﾛ-ﾘﾝｸﾞﾀﾜ-、ﾊｲﾄﾞﾛﾀﾜ-等を使用するときは、次の措置をとる。 

       (ア)ブレ－キ、車止め等により脚輪を固定させ、足場の一部を建設物に

固定させる等の措置をする。 
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(イ)可変式の作業台は、固定金具により固定する。 

       (ウ)水平面で使用する。 

       (エ)作業床の上で脚立、はしごは使用しない。 

            (オ)人や物を乗せた状態で移動させない。 

      ケ．原油タンクのローリングラダーを昇降する際は、墜落・落下防止措置

を取って昇降すること。 

      コ．貯水池フェンス内（空の場合を除く）で作業を行う場合は、次の措置

をとる。 

       (ア)安全対策を施工要領書等に明記し、防災課長の許可を得ること。 

       (イ)立入時は２名以上とし、必ずライフジャケットを着用するとともに、

転落した場合に備えて救助用ロープを準備すること。また、作業内

容によっては墜落制止用器具・親綱も使用すること。 

(2) 土石、物体の飛来・落下のおそれがある場合 

      ア．高さに関係なく物体を投下させない。ただし、適当な投下設備を設け、 

        監視人を置く等の措置を講じた場合はこの限りではない。 

      イ．高さ３ｍ以上の箇所で使用する材料、工具等は、つり綱、つり袋等を

使用して吊り上げまたは吊り下げる。 

      ウ．作業のため物体が落下するおそれのある場合は、防綱を張り、立入禁

止区域を設ける等の措置を講ずる。この場合上下作業があるときは、

作業工程を調整する等の回避措置を検討する。 

      エ．作業のため物体が飛来するおそれのある場合は、飛来防止の設備を設

け保護具を使用する等の措置を講ずる。 

      オ．飛来、落下のおそれのある場所に物体を置く場合は、有効な落下防止

措置を講ずる。 

   (3) 作業場およびそこに通じる場所には、安全な通路を設けるとともに必要な照

度を確保する。 

   (4) 地山は、崩壊のない安全な勾配とし土石の除去または擁壁、土止め支保工等

を設けるとともに原因となる雨水を排除する。 

      

 ４．工事用機械作業 

     工事用機械を使用する場合における転倒、転落、飛来、落下、接触、巻込み、

挟まれ等の危険防止及び騒音、振動等の発生防止のための措置は、次によるほ

か関係法令の定めるところにより行う。 
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   (1) 機械作業を行う場合は、一定の合図の方法及び合図者を定めて行う。 

   (2) 機械の清掃、給油、検査、補修および刃部の取替または調整の作業を行う

場合は機械を停止し同時に他の作業者が誤って操作しないように運転防止措置

を講ずる。  

   (3) 機械の刃部の切粉払いまたは切削剤使用時は、ブラシ等の用具を用いる。 

   (4) ボ－ル盤、面取り盤等の回転刃物のある機械を取り扱う場合は、手袋を着

用しない。 

   (5) 作業場所は、必要な照度を確保する。 

   (6) 作業者は、操作中または使用中その操作位置から離れない。特に、仮設設

備運転開始時は機器の異音・発熱・漏洩に注意すること。又、継続運転中は

設備に異常がないことを点検すること。 

   (7) 仮設設備による液及び液状物質の移送において、ホースにより移送する場

合ホースが振れて内容物が飛散しないように固定すること。 

   (8) 作業場所に応じた制限速度を定めこれを守るほか、最大積載量、最高使用

回転数等の能力を越えて使用しない。 

(9) 埋設物を確認しないで機械掘りをしてはならない、埋設物の確認は図面及び

現場標識で位置を確認し、手堀による試掘により埋設物の有無を確認するこ

と。確認するまで元請は常時立会とする。尚、埋設物確認後埋設位置が目視

でわかる処置や注意喚起の表示等を行った上での機械掘削は、埋設物と十分

な距離（０．３ｍ以上）を確保して行うこと。詳細は事業所と打合せの上実

施する。 

(10) 運転中設備から１ｍ以内の場所での機械掘削は禁止とするが、有効な防護

処置等を講じることにより運転中設備を毀損・滅失する恐れがない場合はこ

の限りではない。詳細は事業所と打合せの上実施する。 

   (11) 建屋内における床・壁のハツリ・貫通工事に際しては、工事前に図面及び

超音波やＲＴ等により埋設物の確認後工事を行うこと。確認できない場合は

手工具により作業を進めること。 

   (12) 掘削土は掘削範囲内に原則として仮置きしない。やむをえず仮置きする場

合は、事業所と合意の場所に仮置きする、又仮置きした土砂の移動等につい

ても事業所と打合せの上行うこと。 

   (13) バックホウによる具体的な掘削方法においては、監督者，バックホウ運転

者，手元作業員の役割分担を明確にし、連携をとって作業を進めること。 

   (14) フォークリフト使用時は、フォーク上に配管等の丸物を直接乗せて運搬し

ないこと。 
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(15) 車両その他からの配管等の積み降ろしは、ワイヤー又はスリングにより固

縛し、ユニック又はクレーンを使用して行うこと。また、振れ防止のためガ

イドロープを取り付けること。 

(16) 玉掛け作業時は、シャックルや吊荷器具のボルトなどが締まっていて、外

れることがないことを確認して使用すること。  

   (17) 電動機械などの電源プラグを差し込む際は、電動機械の急な作動による周

囲の人員・機器に対する怪我・損傷を防止するため、事前に起動スイッチの

切りを確認してから実施すること。  

   (18) ｻﾝﾀﾞｰ･ｸﾞﾗｲﾝﾀﾞｰ等を使用する際は、作業スペースを確保した上で安定した

姿勢で、両手でしっかりと持ち作業を行う。なお、作業スペースが確保でき

ない場所では試運転時も含め、面体等の保護具を着用し作業を行うこと。ま

た、本電動工具は、時として凶器になる旨を作業員に教育し、取扱いの注意

を周知すること。 

 

 ５．有害物質等取扱作業 

     有害物質等の取扱作業における中毒、薬傷等の健康障害の防止措置は、次に

よるほか関係法令の定めるところにより行う。 

   (1) 可能な限り有害物質等による健康危険性を除去するため、次の項目につい

て検討し必要な対策を講ずる。 

      ア．毒性、有害性の少ない代替品の採用 

      イ．作業方法の改善、作業時間の短縮 

      ウ．設備等の密閉化 

      エ．有害物質等の飛散防止、しゃへい等 

      オ．保護具の装着等 

   (2) 取り扱う有害物質等については、予めその有害性を調査し、除害方法、応

急措置等の危害防止対策を確立し作業者等へ周知しておく。 

   (3) 有害物質等は関係法令で定める成分、有害性、取扱上の注意その他の必要

な表示があることを確認し、その表示に従って取り扱う。 

   (4) 有害物質等の廃棄については、健康障害のほか、二次災害の防止のために

中和、焼却等適切な処理方法を講ずる。 

  

６．放射性同位元素等取扱作業 

     放射性同位元素等の取扱作業における放射線障害の防止措置は、次によるほ

か関係法令の定めるところにより行う。 
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 (1) 作業者が放射線を受けることをできる限り少なくするために、しゃへい板、      

防護つい立て、その他のしゃへい物を設ける等必要な措置を講ずる。 

 

 ７．酸素欠乏危険作業 

     塔槽、タンク内作業等で酸素欠乏危険作業をするおそれがある場合の酸素欠

乏症等防止措置は、次によるほか関係法令の定めるところにより行う。 

   (1) 酸素濃度測定及び酸素欠乏危険作業を行う場合は、事前に事業所担当者に

連絡し、必ず２名以上で実施する。 

   (2) 換気及び呼吸器用に用いる空気は、有害物のない清浄なものとする。 

   (3) 第一種酸素欠乏危険作業を行なう場所（表４「酸素欠乏危険場所一覧表」 

参照）の酸素濃度を２０％以上、第二種酸素欠乏危険作業にあっては更に 

硫化水素濃度を １ppm以下に保つように換気すること。 

   (4) 設備の内部で作業を行う場合は、マンホール等に取り付けた「内部立入 

禁止」の標識を取り外し、「内部作業中」及び「関係者以外立入禁止」の 

標識を掲げること。作業終了後「内部作業中」及び「関係者以外立入禁止」

の標識を取り外し、「内部立入禁止」の標識を取り付けること。 

   (5) 「酸素欠乏危険場所一覧表」（表４）に揚げる作業場で作業を行うときは 

     内部の作業状況が常時把握できる位置に監視人を配置し、異常が発生した 

     場合は直ちにその旨を通報することにより作業主任者及びその他の関係者が

異常を把握できるような措置を講ずること。 

   (6) 塔槽等の内部に入る場合は、入槽者氏名を入槽作業内部確認表の近傍に標

示する。また、作業主任者は毎日作業前後および必要の都度、人数並びに 

氏名を確認すること。 

   (7) 通風が不十分な作業場所では特に次の措置を講ずる。 

      ア．不活性ガス溶接を行うときは、連続して換気を行うかまたは空気呼吸

器等を使用する。 

      イ．不活性ガスを用いた消火器を設置するときは、容易に誤作動しないも

のを使用する。 

   (8)窒素気流中での作業については特に次の措置を講ずる。 

      ア．監視人を配置する。 

      イ．エアーラインマスクを使用する。尚、エア－ラインマスク使用時は、

空気供給不能になっても脱出するに必要な量の予備空気供給源を確保

する。 

      ウ．作業者は繊維ロープ等の救出用具を装着する。 
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 エ．監視人は酸素欠乏空気を吸入するおそれがあるときは、空気呼吸器

を装着する。 

      オ．連続して３０分以上の作業は行わない。 

   (9) 酸素欠乏症にかかった者を救出する場合は、必ず空気呼吸器等を使用し、 

監視人を配置したうえで行う。 

 

 ８．加圧試験作業 

     設備、配管等の気密、耐圧試験作業における災害防止措置は次による。 

   (1) 事業所が指定する試験圧力を越えてはならない。 

   (2) 事業所が指定する試験温度を保持する。 

   (3) 気密、耐圧性能の確認は、事業所が指定する時間を経過後に行う。 

   (4) 加圧作業時には、ロープ張り等の立入り禁止措置を行うほか監視人を配置

し、関係者以外は立ち入らないようにする。 

   (5) 昇圧中及び昇圧保持後５分間は立ち入らない。立ち入る時は、加圧側から

の洩れ込みによる圧力上昇の無いことを確認する。 

   (6) その他事業所の指示する安全措置を講ずる。 

 

 ９．エアーホース作業等 

   (1) 使用圧力と設計圧力を確認し、使用圧力が設計圧力を越えないようにするこ

と。 

   (2) 使用するホースは継手一体型とする。 

   (3) ホース接続部が外れても問題ないよう鉄線又はロープ等による振れ止め 

     を行うこと。 

   (4) エアーホースには蒸気等の熱がかからないようにすること。 
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第５章 非常時の措置 

 １．初期活動 

   (1) 火災、爆発、油漏洩、人身災害、物損事故、環境汚染等の異常事態が発生

したときおよびそれを発見したときの通報連絡は「１・３工区の場合は「図

２緊急時連絡系統図（１・３工区）」、２工区の場合は「緊急時連絡系統図

（２工区）」による。 

   (2) 初期活動時は特に次の措置を講ずる。 

      ア．ガス中毒者、酸素欠乏症等で倒れた者の救出時には、保護具着用のう

え監視人を配置して救出にあたる。 

      イ．電気事故の場合には、取扱責任者は直ちにスイッチ開放等の必要な措

置を講ずる。 

      ウ．地震発生時には、火気使用停止、車両停止、その他の安全措置を講ず

るとともに自己の身の安全を確保する。 

  

２．異常時の措置 

   (1) 直ちに作業を中止し、避難等の必要な措置を行う。 

   (2) 救助の場合であっても、必要な保護具等は必ず着用する。 

   (3) 心肺停止等により救急救護が必要な場合は、救助の要請後、安全な場所に

おいて心マッサージや人口蘇生など必要な措置を行う。なおＡＥＤは、事業

所の東館２階廊下、協力会社事務所入口、東門守衛所(第３工区)の３箇所に

設置している。 

   (4) 熱中症により救急救護が必要な場合は、救助の要請後、被災者を涼しい場

所に移動させ、衣服を緩め身体を冷すなど必要な措置を行う。なお熱中症対策

応急キットは、事業所の東館２階事務室、協力会休憩所、南協力会休憩所に設

置している。 

   (5) 蜂刺され等により救急救護が必要な場合は、救助の要請後、安全な場所に

おいて毒針を速やかに取り除き、ポイズンリムーバー（虫刺され応急処置器具）

で毒を吸い出し、患部をきれいな水で洗い流すなど必要な措置を行う。なおポ

イズンリムーバーは事業所の東館２階廊下、協力会社事務所入口、東門守衛所

(第３工区)のＡＥＤ収納ＢＯＸ内に設置している。 

 

 ３．自衛防災組織の編成 

     事業所において災害対策本部が設置されたときは、協力会社隊を編成し事業

所と協力して災害の拡大防止を図る。 
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４．夜間・休祭日の通報連絡体制 

     夜間、休日、祭日における事故等の異常の発生に備え、関係協力会社への通

報連絡系統を確立し周知を図る。 

 

 ５．報告 

     事故等が発生した場合協力会社責任者は、速やかに事故報告書及び対策検討 

書を事業所に提出し、事故再発防止に最善を尽くす。 

     なお、作業従事者がケガをしたときは、小さなものでも協力会社責任者・監

督者へ届けること。協力会社責任者・監督者は、事業所への連絡が必要と判断

した場合は速やかに連絡すること。 
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附   則 

 

  １． 承 認 者 

      この規則の制定、改定および廃止は、所長の承認によって行う。 

 

  ２． 責 任 者 

この規則の内容および制定、改定、廃止の手続については、安全環境室長

がその責を負う。 

 

  ３． 実 施 日 

      この規則の実施日は、２０２１年２月４日とする。 

 

  ４． 制定・改定年月日 

       制 定   平成１６年 ２月 １日 

       改 定   ２０１２年 ７月 １日 

             ２０１２年 ７月２５日 

             ２０１２年１１月 １日 

             ２０１３年 ４月 １日 

             ２０１４年 ４月 １日 

             ２０１４年１１月 １日 

             ２０１５年 ７月１３日 

２０１６年 ４月 １日 

２０１７年 ４月 １日 

２０１７年 ７月２６日 

２０１８年 ４月 １日 

２０２０年 ２月１７日  

             ２０２０年 ４月 １日 

             ２０２０年 ８月 ７日 

２０２１年 ２月 ４日 
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（図１） 
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表 １ 廃棄物分類表 
 

 

＜所定のゴミ置場＞ 

東館北側 

①事業系一般廃棄物 資源物        

②事業系一般廃棄物 燃やせるごみ     

 

協力会社休憩所               

③事業系一般廃棄物 資源物・燃やせるごみ 

南協力会社休憩所              

④事業系一般廃棄物 資源物・燃やせるごみ 

 

 

 

※工事に係る産業廃棄物については、仕様書等記載の通り処分すること。 

廃  棄  物  の  区  分 該     当     廃     棄     物     例 排  出  方  法 

事業系 

一 般 廃 棄 物 

燃やせるごみ 

 

 

 

事業所から出る紙くず、タバコの吸い殻、掃除機のちり、茶殻、リサイクルできない紙類（銀紙など）、 

カーボン紙、感熱紙、粘着テープ、糊の付いた紙類、木材片、リサイクルできない木類  

※汚れたもの、カップ麺の蓋、タバコの内装等の銀紙は燃やせるごみとなる。 

以下の処理をした後、可燃物置場と不燃物置場に区分した廃棄

物置場（以下「所定のゴミ置場」という。）に一時保管する。 

・紙くず、ウエス等飛散し易いものおよび生ゴミ等の腐敗性の

ものは、ポリ袋に詰める。  

・紙袋は上下を切断し、内容物を完全に抜いて１０枚程度にま

とめ結束する。 

・袋詰めできない木くず等は結束する。 

・油を含むウエス等は、油を絞ってから透明な 

 ポリ袋に詰める。 

資 
 
源 
 
物 

紙 

紙類 
紙コップ、お菓子の箱などの紙製食品容器、個人で購入した商品の外装箱、ボックスティッシュの箱、

カップ麺の空容器（紙製：カップヌードル等）、レシート（カーボン紙を除く） 

 

上質古紙 
コピー紙、OA紙、チラシ、パンフレット、カレンダー（金具は産業廃棄物へ）、名刺、はがき、メモ用

紙、ちぎれた小さい紙片、レシート、封筒（分別が必要）※糊の付いている部分は燃やせるゴミとなる。 

 

主要古紙 

 

 

新聞紙、雑誌、段ボール、茶色封筒、コピー用紙の茶包装紙 

・段ボールは折りたたみ、数枚程度にまとめて 

 結束する。 

・新聞紙、雑誌、古本等は、数日分または数冊 

にまとめ結束する。 

 

 缶、ビン、ペットボトル、カップ麺の空容器（※紙製は紙類へ）、お菓子の袋 

※従業員が飲食した際に排出されるものに限る。また、汚れたものや事業活動によって排出されるものは

産業廃棄物となる。 

・空きビン、缶（飲料用）は、内容物を確実に除去する。 

・ペットボトルは、洗ってキャップを外す。 

汚     泥  し尿およびし尿浄化槽に係る汚泥  

 

※燃やせるごみ及び資源物の詳細については、「クリーンとまこまい（ごみと資源の分別ガイドブック）」最新版を参照のこと 



                        表２  作  業  別  保  護  具  等  使  用  一  覧  表  

 

 

 

 

        保  護  具 

 

 

 

  

  作  業  名 

 

空気呼吸器等 

防 

じ 

ん 

マ 

ス 

ク 

保護眼鏡類 保護衣類 保護手袋 保護靴 絶縁用保護具 墜落制止用 

器具等 

耳 
 

せ 
 

ん 

ラ
イ
フ
ジ
ャ
ケ
ッ
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帽 

フ
ィ
ル
ム
バ
ッ
チ 

被
ば
く
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量
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定
器
具 
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網 

空 
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吸 

器 

酸 

素 

呼 
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器 

エ
ア
ー
ラ
イ
ン
マ
ス
ク 

送 

風 

マ 

ス 

ク 

保 
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眼 

鏡 

保 
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面 
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防 

災 

面 

防 
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眼 

鏡 

し 

ゃ 

光 

眼 

鏡 

し 

ゃ 

光 

面 

保 

護 

衣 

保 

護 

前 

掛 

耐 
 

火 
 

服 

防 
 

火 
 

服 

皮 
 

手 
 

袋 

耐 

溶 

剤 

ゴ 

ム 

袋 

耐 

熱 

用 

手 

袋 

軍 
 

 
 

 

手 

安 
 

全 
 

靴 

ゴ 

ム 

長 

靴 

絶 

縁 

手 

袋 

絶 

縁 

ゴ 

ム 

袖 

防
電
衣
・
絶
縁
マ
ッ
ト 

絶 

縁 

長 

靴 

短
絡
接
地
器
具
・
検
電
器 

墜
落
制
止
用
器
具 

繊
維
ロ
ー
プ
等
避
難
具 

吊
下
げ
・
吊
上
げ
ベ
ル
ト 

 １   旋盤等切削作業       ○                            

 ２  グラインダー等研削作業       ○ ○                           

 ３  錆落し作業       ○ ○                           

 ４  サンドブラスト作業   ○  ○  ○ ○   ○                        

 ５  ガス溶接，溶断，加熱作業      ○         ○    ○                

 ６  電気溶接，溶断作業     ○    ○ ○     ○    ○                

 ７  有害性液体取扱作業      ○ ○    ○ ○    ○                   

 ８  有害性粉体，固体取扱作業     ○       ○   ○                    

 ９  放射線照射作業                                ○ ○  

 10  放射性物質汚染作業 ○  ○  ○      ○        ○ ○            ○ ○  

 11  粉じん発生作業 ○  ○ ○ ○   ○   〇                        

 12  酸素欠乏危険作業 ○  ○ ○                               

 13   〃 （窒素気流中）   ○                         ○       

 14  高所での墜落危険作業                          ○     ○   ○ 

 15  物体の飛来，落下等危険作業                               ○   ○ 

 16  活線，活線近接作業                     ○ ○ ○ ○           

 17  停電作業                         ○          

 18  高温物質等取扱作業                 ○                  

 19  機械等取扱作業               ○   ○ ○            ○    

 20  騒音発生作業                             ○      

 21  貨物自動車の荷積，荷卸作業                               ○    

 22  水上又は船上,岸壁作業                              ○    ○ 

23  貯水池フェンス内作業                          ○    ○     

  備  考：上記以外でも必要と判断された場合は保護具を選定し使用のこと。 



作業等の名称 要領手引類 備　　考

作業者等の入構 通門許可手続きの手引き（様式１）

通門許可手続きの手引き（様式４） ７日以内の入構

通門許可手続きの手引き（様式２）
第１工区管理地区
以外の危険地区へ乗り
入れる場合

通門許可手続きの手引き（様式３）
防油堤内等に乗り
入れる場合

安全衛生管理基準（表２－１）
１工事（作業）
１場所毎

火
気
使
用
指
定
場
所
以
外

・一般補修工事に伴う
・検査整備工事に伴う
・タンク開放工事に伴う
・植栽管理作業に伴う
・土木その他工事に伴う
・協力会社作業所等
（仮設事務所・ﾒﾝﾃﾅﾝｽｼｮｯﾌﾟ等）

・建設工事に伴う

電気機器の使用 工事用電気使用要領（様式１）

「火気・電気施設使用
許可証（願）」を付けて提出
※火気使用指定場所
　で使用する
　指定火気を除く

構内撮影 協力会社作業規則（様式１）

当社設備担当課へ提出
　（管理地区の中央計器室・
　侵入警戒設備・油回収資
　機材・消防車両を含む）
※仕様書等により撮影の
　要請を受け撮影計画書
　等によって設備担当課
　の許可を得ているもの
　は対象外とする。

水の使用 協力会社作業規則（様式２） 当社防災課へ提出

既設作業員事務所、
休憩所の使用

協力会社事務所等使用約款 当社総務課へ提出

仮設建屋など建築物
の設置･土地の使用

書面を持って申し
出る

火薬類、爆発物の持込
み使用

書面を持って申し
出る

貯水池フェンス内作業

有資格者登録 保全工事業務要領（様式４）

「協力会社事務所等使用許可願」

「施工要領書」等に安全対策を明記

「有資格者登録申請許可（願）」

「水使用許可証（願）」

表３　　　　　　　　　　　　　　　　　　「許可が必要な作業等一覧表」

「許可願い」の指定様式

「入構許可証交付（願）」

車両の入構

「臨時車両通行許可（願）」

「危険地区内乗入許可証（願）」

「堤内乗入許可証（願）」

火気の使用

「火気・電気施設使用許可証（願）」

　　　・火気使用指定場所
　　　　　（指定火気を除く）

工事許可期間中

（※年度内）

「電力使用許可証（願）」
（非防爆無線機を含む）

「構内撮影許可証（願）」



表４  酸素欠乏危険場所一覧表 

 

  

        具体的適用場所（例） 

 

 

 

  酸素欠乏危険場所 

 

 （安衛令 別表第６） 

 

ケ
ー
ブ
ル
ダ
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ト
内
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導
配
管
敷
設
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ク
ト
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雨
水
排
水
溝
内
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要
処
理
排
水
溝
内
部 

地
下
ピ
ッ
ト
内
部 

蒸
気
・
水
ド
ラ
ム
内
部 

塔
・
槽
内
部 

煙 
 
 
 

道 

熱
交
換
器
内
部 

タ
ン
ク
内
部 

ポ
ン
ツ
ー
ン
（
隔
壁
）
内
部 

イ
ン
ナ
ー
フ
ロ
ー
ト
上
部 

大
口
径
配
管
内
部 

浄
化
槽
内
部 

汚
水
枡
内
部 

第 

一 

種 

酸 

素 

欠 

乏 

危 

険 

作 

業 

 

１ 

 

 ケーブル、ガス管その他地下に敷設 

 される物を収容するための暗きょ、 

 マンホール又はピットの内部 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 雨水、河川の流水又は湧水が 

 滞留しており又は滞留したことの 

 ある槽、暗きょ、マンホール又は 

 ピットの内部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 相当期間密閉されていた鋼製のボイ 

 ラ、タンク、反応塔、船倉その他そ 

 の内壁が酸化されやすい施設（その 

 内壁がステンレス鋼製のもの又は内 

 壁の酸化を防止するために必要な措 

 置が講じられているものを除く）の 

 内部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

 

 石炭、亜炭、硫化鉱、鋼材、 

くず鉄、原木、チップ、乾性油、魚油 

その他空気中の酸素を吸収する物質を 

入れてあるタンク、船倉、ホッパーそ 

 の他の貯蔵施設の内部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

天井、床若しくは周壁又は格納物が 

乾性油を含むペイントで塗装され、その 

ペイントが乾燥する前に密閉された 

地下室、倉庫、タンク、船倉その他 

通風が不十分な施設の内部 

     

 

 

 

 

 

○ 

 

 

  

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

   

 

 

６ 

 

 

 ヘリウム、アルゴン、窒素、フロン 

 、炭酸ガスその他不活性の気体を入 

 れてあり又は入れたことのあるボイ 

 ラ、タンク、反応塔、船倉その他の 

 施設の内部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 

二 

種 

酸 

素 

欠 

乏 

危 

険 

作 

業 

 

７ 

 

海水が滞留しており、若しくは滞留した

ことのある管、暗きょ、マンホール、溝

若しくはピット（以下「管等」とい

う。）又は海水を相当期間入れてあり、

若しくは入れたことのある管等の内部 

  ○  ○        ○   

 

 

８ 

 

 

し尿、腐泥、汚水その他腐敗し 

又は分解しやすい物質を入れてあり又 

は入れたことのあるタンク、船倉、暗 

 きょ、槽、管、マンホール、溝又は 

 ピットの内部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

  備 考：○印以外でも上欄の具体的適用場所で左欄に該当する場所が有る場合は適用すること。 

 



※必要に応じて相互
連絡を行うこと

※発見者が１１９要請
した場合は、直ちに
その旨を計器室へ
連絡すること

①

②
③

災
害
発
生

発
見
者

苫東石油備蓄㈱
中央計器室・防災センター
（内線２５０～２５２）
外線(代表)0144-56-2020

負傷者発生時
↓

１１９通報

『
非
常
災
害
措
置
基
準
』
の
非
常
連
絡

系
統
図
に
よ
り
関
係
先
へ
通
報
連
絡

協力会社監督者

①、②、③は連絡の優先順位をあらわす

緊急時連絡系統図（１・３工区）図２

作成：２０２０年８月７日



緊急時連絡系統図（２工区）
作成：２０２０年８月７日

図３

災害

“負傷者救出”

火災の場合
火災報知機
を併用する

火災・爆発・漏洩
人身災害等

苫小牧事業所
計器室

（内線）250～252
0144-56-2020

連
絡
先

苫東石油備蓄㈱

第２工区工事に関する
場合のみ連絡

連
絡
先

北海道事業所
計器室

0144-56-2151

北海道石油共同備蓄㈱

注1)；人身災害発生時の救急車手配は躊躇しない
注2)；官庁への第１報は苫備或いは共備から行う。（原則）

①②③：連絡の優先順位をあらわす。

救急車
℡：１１９（緊急）

℡：0144-36-0119
注1)

注1)

協力会社監督者

①

③②
②

工 事 現 場

発見者

協力会社名

連
絡
先

Tel

夜間・休日

①

『
非
常
災
害
措
置
基
準
』
の
非
常
連
絡

系
統
図
に
よ
り
関
係
先
へ
通
報
連
絡

Tel

Tel
注2)

注2)



東門守衛所 正門守衛所

東館

（中央計器室及び
防災センター）

協力会社事務所

南協力会社
休憩所

環境保全管理棟

メンテナンスショップ

協力会社休憩所

図４
火気使用指定場所及び指定火気

喫煙
・東館
（中央計器室及び防災センター）

○

・西館 ○
・正門守衛所 ○
・東門守衛所 ○
・環境保全管理棟 ×
・メンテナンスショップ ×
・協力会社事務所 ○
・協力会社休憩所 ○
・南協力会社休憩所 ○

火気使用指定場所
指定火気

　※①家電等の「等」は、事業所に定置してある機器の他、
　　　防災課長の判断による
【注意】仮設事務所・休憩所は火気使用指定場所ではない

ＯＡ機器・家電等
（※①）

西館

×

×

×



様 式 １                             

（ 西 暦 ）     年  月  日

構内撮影許可証(願) 

 苫東石油備蓄㈱苫小牧事業所 

   設備担当課長殿  

 

 

 

                    申請者 

                       会社名                   

                       責任者氏名                  印 

 

 

 

 申  

 

 

 

 請  

 

 

 

 欄  

 

 

 

 

 

 工  

 事  

 名  

 

 

 

期  

 

間  

  自        年   月   日  

 

  至        年   月   日  

 撮 

 影 

 目 

 的 

 

   

 

 日 

 時 

 

  

 場 

所  

 

 

 撮  

 影  

 者  

 

 

 

 許  

 可  

 条  

 件  

 

 

 

 

 

 

 許  

 

 可  

 

 欄  

 許 可 №     －   －   許 可 年 月 日        年      月      日  

設備担当課長 設備担当課担当者 工事担当課 工事担当者   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 《 注 意 事 項 》  

可 燃 性 ガ ス が な い こ と を 確 認 す る こ と 。  

設 備 担 当 課 員 の 立 会 を 受 け る こ と 。  

フラッシュを使用してはならない。 

  

 

 

 



様式２

元請会社名

責任者氏名 印

所属会社名

責任者氏名 印

連　絡　先

自(西暦) 至(西暦)

約 ㎥

（西暦）

防　災　課 工事担当課長 工事担当者

※原則として使用７日前までに、工事担当者経由で防災課へ提出のこと。

（西暦）　　　　年　　月　　日

水 使 用 許 可 証（願）

防災課長　殿

　申請順序　申請者→工事担当者→工事担当課長→防災課長→防災課担当者

提出部数２部（１部原紙、１部コピー可、内１部返却用）

許可№許
 
可
　
欄

申
　
　
　
　
　
　
　
　
　
請
　
　
　
　
　
　
　
　
　
欄

　許可条件
　　１．節水に努めること
　　２．使用時連絡すること

使　用　場　所　詳　細　図

　(1)３Ｂ消火栓　　(2)飲料水　　(3)その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

年　　月　　日　年　　月　　日　

使用目的

場　　所

期　　間

使 用 量

水 の 類

許可年月日 年　　　　　月　　　　　日　　


